
10 112008年3月 vol.19

大阪府 協会ニュース 人権 

（2）教育訓練（改正法第10条）

 

パートタイム労働者と通常の労働者の職務の内容が同じ場合、そ

の職務を遂行するに当たって必要な知識や技術を身につめるため

に通常の労働者に実施している教育訓練については、パートタ

イム労働者が既に必要な能力を身につけている場合を除き、事業

主はパートターム労働者に対しても通常の労働者と同様に実施す

ることが 義務化 されます。（改正法第10条第1項） 

 

 

 

上記の訓練以外の訓練、例えば、キャリアアップのための訓練な

どについては、職務の内容の違い如何にかかわらず、事業主はパ

ートタイム労働者の職務の内容、成果、意欲、能力及び経験など

に応じ実施することが 努力義務化されます。（改正法第10条2項） 

 

（3）福利厚生施設（「給食施設」「休憩室」「更衣室」）（改正法第11条）

 

「給食施設」「休憩室」「更衣室」について、事業主はパートタイ

ム労働者に利用の機会を提供するよう配慮することが 義務化 さ

れます。 

 

・なお、 改正パートタイム労働指針 では、▽事業主は、上記の福利

厚生施設以外の福利厚生についても、パートタイム労働者の就業の

実態や通常の労働者との均衡などを考慮した取り扱いをするよう

努めるものとする－としています。 

 

（4）差別的取り扱いの禁止（改正法第8条）

 

事業主は「通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者」の待

遇を 差別的に取り扱うことが禁止 されます。 

 

・「通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者」の賃金、教育訓

練、福利厚生をはじめすべての待遇を、パートタイム労働者である

ことを理由に差別的に取り扱うことが禁止されます。  

 

・「通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者」とは、次の要件

を満たすパートタイム労働者です。 

① 職務の内容が同じ  

② 人材活用の仕組みや運用などが全雇用を通じて同じ 

③ 契約期間が実質的に無期契約 

 

・② の「人材活用の仕組みや運用などが全雇用期間を通じて同じ」と

は、パートタイム労働者が通常の労働者と職務が同一になってから、

退職までの期間において、事業所の人事システムや慣行から判断し

て同じ、となる場合です。 

・③ の「契約期間が実質的に無契約」とは、a）期間の定めのない労働

契約を結んでいる場合と、b）期間を定めて労働契約を結んでいても、

期間の定めのない労働契約と同視することが社会通念上相当とさ

れる場合です。
 

� � �

�．法第8条の差別的取り扱いの禁止とは、具体的に何が禁止される

のですか？

 

�．例えば基本給については、パートタイム労働者と通常の労働者の

1時間当たりの金額が同額になるように設定してください。個々

人の成績評価の結果によって、実際に支払われる額が違っていて

も問題にはなりません。基本給を設定する際には、パートタイム

労働者だけを理由にパートタイム労働者の額を低く設定しては

いけません。また、基本給以外の諸手当、賞与なども同じ取扱い

にしてください。賃金以外についても、福利厚生、教育訓練、退

職手当、休日・休暇、安全衛生や災害補償、解雇の基準などすべ

ての取扱いで差を設けてはなりません。 

 

 

 
4. パートタイム労働者から通常の労働者へ転換する
チャンスがうまれます 
 

事業主は、通常の労働者への転換を推進するための措置（以下の

措置またはこれらに準じた措置）を講じることが 義務化 されま

す。（改正法第12条） 
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講じる措置の例 
 

◇ 通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っている

パートタイム労働者に周知する。 

◇ 通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパ

ートターム労働者にも応募する機会を与える。 

◇ パートタイム労働者が通常の労働者へ転換するための試験制度

を設けるなど、転換制度を導入する。 

 

・事業所によっては、「いわゆる正規型の労働者」「フルタイムの基

幹的な働き方をしている労働者」の両方が「通常の労働者」として

存在する場合もありますが、このような事業所においては、パート

タイム労働者を「いわゆる正規型の労働者」への転換を推進するた

めの措置を講じることが義務となります。 

 

・また、事業主は、転換を推進するためも、どのような措置を講じて

いるか、事業所内のパートタイム労働者にあらかじめ広く周知する

ことが望まれます。 
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�．通常の労働者への配置転換を導入すると、パートタイム労働者

の採用が優先され、採用活動に制限がかかるのではないでしょ

うか。
 

�．法第12条は、通常の労働者への転換を推進する機会をととのえ

ることが規定されていますが、これは、通常の労働者として働く

ことを希望するパートタイム労働者に通常の労働者になるチャ

ンスを提供することを目的とするものであり、優先的に採用す

ることまで求めているものではありません。最終的に通常の労

働者への転換を希望しているパートタイム労働者を通常の労働

者に採用するかどうかは、公正な採用選考である限り事業主の

判断にゆだねられていますので、法第12条は、企業の採用活動

を制限するものではありません。また、法第12条で求められて

いる措置を講じていれば、他社からヘッドハンティングを行う

ことなども問題になりません。 

 
 

 

 

5. パートタイム労働者と事業主の苦情・紛争の解決
の仕組みがととのえられます 

 

（1）事業主がパートタイム労働者から苦情の申出を受けたときは、

事業所内で自主的な解決を図ることが 努力義務化 されます。

（改正法第19条） 

 

・事業主は、パートタイム労働者から苦情の申出を受けたときは、事

業所内の苦情処理制度を活用するほか、人事担当者や短時間雇用管

理者（※）が担当するなどして、事業所内で自主的な解決を図るこ

とが努力義務化されます。 
　※短時間雇用管理者とは…パートタイム労働法では、常時10人以上のパートタイ

ム労働者を雇用する事業所ごとに、パートタイム労働者の雇用管理改善などを

担当する「短時間雇用管理者」を選任するよう努めることとされています。

 

・なお、下の囲みのなかの苦情について対応することが法律上努力義

務化されますが、 改正パートタイム労働指針 では、▽事業主は、パ

ートタイム労働者の就業の実態、通常の労働者との均衡などを考慮

した待遇にかかる事項に関する苦情についても、自主的な解決を図

るよう努力するものとする－としています。 

 

 

（2）紛争解決の援助の仕組みとして、【都道府県労働局長による助

言、指導、勧告】【均衡待遇調停会議による調停】が設けられます。

（改正法第21、22条） 

 

・パートタイム労働者が都道府県労働局長による援助を求めたこと、

調停の申請をしたことを理由として、解雇、配置転換、降格、減給、昇

給停止、出勤停止、雇用契約の打ち切りなど、不利益な取り扱いをす

ることは禁止されています。 

対象となる苦情・紛争 

労働条件の文書交付等、待遇に関する説

明、待遇の差別的取扱い禁止、職務遂行

に必要な教育訓練、福利厚生施設、通常

の労働者への転換を推進するための措置 

ご注意ください 


